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高齢社会」に突入した（図1）。わずか24年間で「高
齢化社会」から「高齢社会」に達し，14 年間で「高
齢社会」から「超高齢社会」に達したのである。

図 2 によれば，特に，全高齢者に占める 75 歳
以上の高齢者の割合が，右肩上がりに増えてい
る。2009 年には，高齢者人口に占める 75 歳以
上の割合は，47.3% に達している。1960 年代に
約 30% であったことを考えると，約 50 年間で
15% 以上も増えたことになる（図 2）。同様に，
平均寿命も 80 歳を中心に横ばい傾向にある。わ

高齢者介護組織のマネジメント
―社会福祉法人の競争戦略と組織特性に関する実証研究―

深山　誠也

Ⅰ　はじめに

1.　研究の目的と背景

本研究は，社会福祉法人の環境―競争戦略―
組織特性―組織成果間の相互関係の解明を目的
としている。具体的には，（1）社会福祉法人は
いかなる競争戦略を採用しているのか，（2）競
争戦略は固有の組織特性を備えているのか，（3）
競争戦略と組織特性が適合的である場合，組織
成果は高いのか，の 3 点を明らかにする。

高齢者介護事業を行う社会福祉法人に注目す
る理由は次の 3 つである。

第 1 の理由は，高齢化の進展に伴い，社会福
祉法人の重要性が以前にも増して高まっている
からである。

わが国の 65 歳以上の高齢者人口は，急速に増
加している。1970 年代には，全人口に占める高
齢者の割合が 7% を超えて「高齢化社会」に突
入した。1995 年には，「高齢社会」の基準であ
る 14% を超えた。2009 年には，21% を超えて「超

　＜研究論文＞

【要　約】　今日わが国では，高齢化の進展や介護保険制度の導入等によって，高齢者介護事業の主たる担
い手である社会福祉法人の重要性は以前にも増して高まっており，その効果的かつ効率的なマネジメント
が求められている。しかし，社会福祉法人のマネジメントは，従来，部分的にしか解明されておらず，包
括的かつ実証的な分析が必要である。

本研究では，北海道を拠点に高齢者介護事業を行っている 296 の社会福祉法人への質問票調査にもとづ
いて，社会福祉法人の環境―戦略―組織特性―組織成果間の相互関係の解明を試みた。分析の結果，次の
4 点が明らかになった。（1）社会福祉法人においては，有効な 3 つの競争戦略（コスト志向戦略，差別化
志向戦略，差別化・コスト併用戦略）が存在する。（2）環境不確実性の認知が異なる場合，採用される競
争戦略は異なる。（3）競争戦略が異なる場合，採用される組織特性は異なる。（4）競争戦略が異なる場合，
有効な組織特性の組み合わせは異なる。

【キーワード】社会福祉法人，高齢者介護，競争戦略，組織特性，定量的分析

図 1　高齢化率の進展
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が国における高齢者人口の増加は，特に 75 歳以
上の高齢者の人口の増加を意味している。

この図 1 と図 2 からは読み取れないが，介護
保険制度で要介護者または要支援者と認定され
た 65 歳以上の高齢者の数は，2008 年度末で，
452.4 万 人 で あ る。2001 年 度 末 か ら 7 年 間 で
164.7 万人増加している。75 歳以上の高齢者で
要介護の認定を受けた人の割合は，21.6% であ
る。65 歳以上 74 歳以下の場合が 3.0% であるこ
とと比べると，その割合は大きい 1）。

わが国における高齢化は，高齢者人口の単な
る増加ではなく，75 歳以上の高齢者人口の増加
を意味している。介護保険制度で要介護者また
は要支援者と認定された人の割合は，75 歳以上
の高齢者の場合に高い。高齢化は，介護を必要
とする高齢者の絶対数の増加を意味している。
したがって，高齢者介護事業の需要は，今後と
も高まると考えられる。

わが国では，高齢者介護の施設サービスは，
もっぱら社会福祉法人によって提供されてきた。
そのため，高齢化の進展に伴い，社会福祉法人
の重要性は以前にも増して高まっている。

高齢者介護事業を行う社会福祉法人に注目す

る第 2 の理由は，社会福祉法人が効果的かつ効
率的な経営を行う必要に迫られているからであ
る。2000 年に介護保険制度が導入されたことに
よって，多様な主体が高齢者介護事業を提供す
るようになった。これら参入した主体間の競争
は激しいものがある。

2004 年の介護費用額に占める社会福祉法人の
割合は 37%（社会福祉協議会も含めると 40%）
であり，医療法人の 31%，営利法人の 16% に比
べると，高い数字である。他方，居宅介護費用
に占める社会福祉法人の割合は 28% であるのに
対し，医療法人の割合は 19%，営利法人の割合
は 34% であり，営利法人の割合が社会福祉法人
の割合を上回っている。比較的自由な参入が認
められた居宅介護分野においては，社会福祉法
人のシェアは低いのである。したがって，社会
福祉法人も介護サービスを提供する事業者とし
て，これまで以上に戦略や組織特性について配
慮し，効果的かつ効率的な経営を行う必要に迫
られている。高齢者介護事業を行う社会福祉法
人に注目する第 3 の理由は，社会福祉法人の存
在意義を再定義することが必要だからである。

2002 年の政府の規制改革会議の報告では，「同
一市場での競争促進のためには，参入に際して
公平な条件が必要であり，参入の際の税制や補
助金面での対等な条件づくりを実現すべきであ
る」と述べられている 2）。個々の社会福祉法人
の経営の実態を解明することにより，社会福祉
法人の今日的な存在意義を再定義する必要があ
る。

以上 3 つの理由から，本研究では，高齢者介
護事業を行う社会福祉法人に注目する。

1） 厚 生 労 働 省（ 平 成 23 年 版　 高 齢 社 会 白 書 ）http://
www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2011/zenbun/ 
23pdf_index.html　

2）全国社会福祉施設経営者協議会　http://www.keieikyo.
gr.jp/

図 2　高齢者に占める 75歳以上の割合
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2.　社会福祉法人

前節で述べたように，本研究では，高齢者介
護事業を行う社会福祉法人に注目する。しかし，
社会福祉法人とは何かに関しては，一般にあま
り知られていない。そこで本項では，社会福祉
法人とは何かについて簡単に説明する。

社会福祉法第 22 条に，社会福祉法人とは「社
会福祉事業を行うことを目的として，社会福祉
法の定めるところにより設立される法人である」
と定義されている。

社会福祉法人は，医療法人，学校法人，宗教
法人と同様に，民法第 34 条による公益法人から
発展した特別法人である。社会福祉法人の場合，
その設立・運営に厳しい規制が課されている。
この厳しい規制を受けることを前提に，国また
は地方公共団体は，社会福祉法人に対して補助
金を支出するのである 3）。

このように社会福祉法人には，質の高いサー
ビスの継続的・安定的な提供を確保するための
規制・監督および支援策が存在するのである。
以下，この点についてより詳しく説明する。

社会福祉法人は，社会福祉法にもとづき，主
に次の 5 つの制約を受ける。

第 1 に，事業に必要な資産を保有していなけ
ればならない。社会福祉法人は，原則として，
社会福祉事業を行うために直接必要なすべての
物件について所有権を有しているか，または国
もしくは地方公共団体から貸与もしくは使用許
可を受けなければならない 4）。第 2 に，事業収
入は，原則として社会福祉事業のみに充当しな
ければならない。他の収益事業で生じた利益も，
社会福祉事業に充当しなければならない。第 3

に，社会福祉法人の適正な運営を担保するため，
役員の解職請求や法人の解散命令などの強力な
公的関与の手段が，法律上可能である。第 4 に，
経営がおもわしくないなどの一方的な事情によ
る安易な撤退は認められていない。第 5 に，事
業を実施するために提供された財産はその法人
の所有となる。事業を廃止した場合，その財産
は最終的に国庫に帰属することになる。

他方，支援策は主に 2 つある。第 1 に，施設
整備費の補助がある。第 2 に，税制上の優遇措
置がある 5）。

また，社会福祉法人は，株式会社と比較すると，
主に次の 2 つの違いがある。

第 1 に，社会福祉法人には配当がない。株式
会社は，株主の利益の最大化を目的とする組織
である。そのため，株式会社が特別養護老人ホー
ムの経営に参入した場合，身体的にも精神的に
も弱い立場の入所者を寝かせきりにして，機械
的で画一的な手抜きサービスを用いて人件費を
削減することによって，利益をあげ，配当を行
う可能性がある。他方，配当が認められていな
い社会福祉法人は，組織の継続に必要な収支差
額を超える経営資源を公益性のために投入でき
る 6）。

第 2 に，社会福祉法人の場合，退出が困難で
ある。株式会社の場合，その柔軟性が大きな特
徴であり，常に参入・退出の可能性がある。社
会福祉施設などが退出に伴って閉鎖された場合，
入所者の生命に重大な危害を及ぼす可能性があ
る。この社会福祉法人の場合，実質的な継続性
を担保する観点から一方的な退出は認められな
い。事業廃止に際しても，残余財産を自由に処
分することが認められない。残余財産は，同様
の事業を行っている社会福祉法人に引き継がれ

3）  蟻塚（2004）， pp. 129-132。
4） 施設サービスを提供しない場合には，原則として 1 億円
以上の資産を基本財産として所有している必要がある。た
だし，居宅介護等事業（ホームヘルプ事業）については，
特例として基本財産が 1000 万円以上あれば足りるとしてい
る。

5）  ibid.， p.132。
6） 千葉（2006），pp. 101-102。
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るか，あるいは国庫に帰属する 7）。
社会福祉基礎構造改革を経て，2000 年に，社

会福祉事業法は社会福祉法に転換された。新し
い社会福祉法は，社会福祉法人に経営の透明性
の確保，情報公開，および経営基盤の強化など
を求めている。サービスの質の向上の取り組み，
利用者主体のサービス供給などの主体的な経営
への転換が必要とされている 8）。

社会福祉法人が行える事業は，社会福祉事業，
公益事業，収益事業の 3 つである 9）。このうち，
社会福祉事業は，対象者への影響の軽重から，
第 1 種社会福祉事業と第 2 種社会福祉事業とに
区分されている 10）。

第 1 種社会福祉事業は，特に公共性の高い事
業である。入所施設を経営する事業は，この第
1 種社会福祉事業に区分される。入所施設は，
社会的あるいは経済的に弱い立場の人々，ある
いは心身面で援助が必要な人々が，終日生活の
すべてを送るところである。食事やケアなどの
処遇面や経営面で問題が生じると，直ちに入所
者の生活や個人の尊厳に対して悪影響を与える
ことになる。そこで原則として，国・地方公共
団体または社会福祉法人のみが，第 1 種社会福
祉事業を経営することになっている 11）。

第 2 種社会福祉事業の場合，経営主体の制限
はない。第 2 種社会福祉事業を行う際は，都道
府県知事に届出をすればよい。したがって，ど
のような事業主体であっても経営することが可
能である。ただし，老人福祉法や児童福祉法な
どの個別の福祉各法によって，別途経営主体の
制限が課されている 12）。

高齢者介護に関して，第 1 種社会福祉事業に
該当するものは，老人福祉法上の養護老人ホー
ム，特別養護老人ホーム，経費老人ホームであ
る。他方，第 2 種社会福祉事業に該当するものは，
老人福祉法上の老人居宅介護等事業，老人デイ
サービス事業，老人短期入所事業，認知症対応
型老人共同生活援助事業，および福祉サービス
利用援助事業である。介護保険制度が導入され
て以来，営利法人が参入している事業の多くは，
この第 2 種社会福祉事業である。

社会福祉法人は，公益性の高い社会福祉事業
を継続的に行うことを目的とした組織である。
上述のように，社会福祉法人は，継続的に公益
性の高い事業を提供するために，様々な規制・
監督を受ける。特に，社会福祉法人には，配当
を行うことができないという制約がある。この
利益の非分配制約は，Salamon（1992）が指摘
する非営利組織の特徴の 1 つであり，事業を通
じて獲得した利益は，組織内に留保されること
はあっても，創立者を含む成員の間で分配され
ることはない。したがって，社会福祉法人は，
営利組織ではなく非営利組織である。

Ⅱ　先行研究の検討

本節では， まず 1 項で，高齢者介護組織の経
営を分析する際の理論的枠組を構築する際の
参考になるコンティンジェンシー理論および
Porter（1980）の研究を検討する。次の 2 項で，
このコンティンジェンシー理論にもとづいて米
国の高齢者介護組織の経営を実証的分析した
Davis et al .（2001） と Aaronson et al .（1995）
の 2 つの研究を検討する。最後の 3 項で，わが
国の高齢者介護組織の経営に関する諸研究を検
討する。

7） 蟻塚（2004），pp. 132-133。
8） ibid .， pp. 140-141。
9） ibid .， p.134。公益事業は，例えば無償または実費に近い
対価で使用させる会館経営や保育士養成施設などがある。
収益事業は，例えば売店，不動産賃貸事業などがある。
10） 河野他（2004），pp. 76-77。
11） ibid .， p. 77。
12） ibid .， p. 78。
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1.　コンティンジェンシー理論と

　　Porter（1980）の研究

コンティンジェンシー理論は「環境状況に適
合した組織が高業績を獲得する」という仮説命
題にもとづいて，環境―競争戦略―組織特性（組
織構造と組織プロセス）―組織成果間の関係を
実証的に解明してきた。

コンティンジェンシー理論の先駆的な研
究 と し て は，Burns and Stalker（1961） や
Lawrence and Lorsch（1977）等があげられる。
彼らの一連の研究は，（1）環境の諸特性と組織
の内部特性（組織構造，組織プロセスおよび成
員の態度）との間に適合あるいは不適合関係が
存在すること，および（2）環境状況が異なる場合，
有効な組織の内部特性は異なることを明らかに
してきた。特に，Burns and Stalker（1961）は，
安定的な環境の場合，機械的マネジメント・シ
ステムが有効であり，不安定な環境の場合，有
機的マネジメント・システムが有効であること
を明らかにした。これら初期のコンティンジェ
ンシー理論は，主に環境―組織特性―組織成果
間の関係に注目したものである。

このような環境と組織の内部特性の関係に注
目したコンティンジェンシー理論は，環境決定
論的な考え方であるという批判を受けてきた。
そこで環境決定論から脱するために，組織の内
部特性と環境とを媒介する意思決定者の重要性
が強調されるようになった。このように環境を
選択できる組織の主体性を主張する研究は，ネ
オ・コンティンジェンシー理論と呼ばれた 13） 

（Miles and Snow，1978）。以上のような経緯の
中で，コンティンジェンシー理論は，環境―競
争戦略―組織特性―組織成果間の相互関係を分
析するようになった。

他方，Porter（1980）は，戦略に適した組織
特性を析出した。彼は，まず 3 つの基本戦略（差

別化戦略，コスト・リーダーシップ戦略，集中
戦略）を提示している。次に，このうち差別化
戦略とコスト・リーダーシップ戦略が実行され
るそれぞれの場合の有効な組織特性を次のよう
に明らかにしている。すなわち，差別化戦略の
場合には有機的マネジメント・システムが有効
であり，コスト・リーダーシップ戦略の場合に
は機械的マネジメント・システムが有効である。

2.　Davis et al.(2001) の研究 14） と

　　Aaronson et al.(1995) の研究 15） 

米国の高齢者介護組織に関する先行研究にお
いては，競争戦略はほとんど分析されておらず
16） ，環境―競争戦略―組織特性―組織成果間の
相互関係の解明を志向する研究もきわめて少な
い。以下で検討する 2 つの先行研究は，これら
相互関係を検討した例外的な研究である。

Davis et al .（2001）は，老人ホームにおける
競争戦略と組織構造と組織成果の間の関係を解
明することを目的としている。彼らの研究では，
競争戦略に関しては，Miles（1982）で記述され
た攻撃的戦略と防御的戦略が用いられている。
組織構造に関しては，分権化と専門化の 2 次元
が用いられ，有機的組織構造か機械的組織構造
かが測定されている。成果に関しては，メディ
ケイド（介護施設での低所得者医療扶助制度）
利用者の割合が用いられている。この割合は財
務的成果に影響を及ぼすものであり，割合が高
ければ成果は低く，割合が低ければ成果は高い。

米国の 5 つの州の老人ホーム 308 施設に関し
て，郵送質問票調査法により収集された 1 次デー
タと 2 次データの多変量解析が試みられている。
解析の結果，仮説 1：「激しい環境下における攻
撃的戦略の場合，防御的戦略の場合に比べて，

13）Miles and Snow（1978），p. 260-261.

14）Davis et al .（2001）参照。
15）Aaronson et al.（1995）参照。
16）Castle（2003），p. 218。
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メディケイド利用者の割合が低い」ことが支持
された。一方，仮説 2：「激しい環境下において，
有機的組織構造をともなう攻撃的戦略の場合，
攻撃的戦略単独やそれ以外の戦略と組織構造の
組み合わせの場合に比べて，メディケイド利用
者の割合が低い」は，分権化の次元に関しての
み支持され，専門化の次元に関しては支持され
なかった。

彼らの研究は，高齢者介護事業における戦略
―組織特性―組織成果間の相互関係を解明しよ
うとした点で評価される。しかし，組織構造と
組織プロセスから成る組織特性に関して，組織
構造の分権化と専門化の次元のみが考慮されて
いるにすぎず，公式化の次元や組織プロセスに
関しては全く考慮されていない。

Aaronson et al . （1995） は，ペンシルバニア
州の 523 の老人ホームの 2 次データを用いて，
環境特性と競争戦略と組織特性間の相互関係の
解明を試みた研究である。彼らの研究で用いら
れている競争戦略は，経営学でよく用いられる
Porter （1980） の基本戦略である。分析の結果，
競争戦略ごとに異なる組織特性と環境特性が存
在することが明らかにされている。

彼らの研究は，高齢者介護事業組織を対象に
Porter （1980） の基本戦略を用いて戦略を測定し
ている点で先駆的である。しかし，組織特性の
変数として用いられているものは，全ベッド数
に占める 85 歳以上患者のベッド数の割合やベッ
ド回転率などであり，経営学において組織特性
として取りあげられてきた変数とは大きく異
なっている。

3．わが国の高齢者介護組織の経営に関する

　　諸研究

わが国の高齢者介護組織の経営に関する研究
のうち，環境―競争戦略―組織特性―組織成果
間の相互関係の解明を志向する研究は見当たら

なかった。そもそも，先行研究では，競争戦略
はほとんど取りあげられてこなかった。

角谷（2011）と須田，浅川（2004）は，競争
戦略を取りあげた数少ない研究である。このう
ち角谷（2011）は，介護サービスの質を高める
際の①競争戦略の明確化と②競争戦略に対応し
た組織特性の構築の重要性を指摘している。し
かし，高齢者介護組織では，どのような競争戦
略が展開されるのか，対応する組織特性は何か
に関して，何ら明らかにしていない。

須田，浅川（2004）は，特別養護老人ホーム
の施設長へのインタビュー調査より，介護保険
制度の導入による環境変化をどのように認知し
たのかとともに，どのように対応したのかを明
らかにした。しかし，この環境認知と対応の間
にどのような関係が存在するのかについては，
必ずしも明らかにしていない。

他方，近年，わが国の高齢者介護組織の経営
に関して，ユニットケア 17）を採用する法人に適
した組織特性を探る研究が行われるようになっ
た（種橋，2007；張，黒田，2008；鈴木，2007，
2009；等）。ユニットケアとは，小規模ケアを行
うことにより，利用者一人一人に合わせた介護
をするための方法である。このため，サービス
の質を重視する法人の場合，ユニットケアはよ
り積極的に採用されると考えられる。これらの
研究は，サービスの質を重視する戦略を採用し
ている法人の組織特性に関して多くの示唆を含
んでいる。

ユニットケアを採用する法人に適した組織特
性に関しては，以下の 3 点が明らかにされてい
る。（1）「職員の研修を個々の力量に応じ体系
的・計画的に行っている」程度，および「職員

17）ユニットケアを行うことによって①利用者の主体性を
尊重する，②認知症高齢者の介護の質を向上させることが
できるなど，施設ケアの質が高まるといわれている（高橋，
2001）。
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が各計画の策定に参加する機会がある」程度が
高い 18） 。（2）「仕事のペースを自分で調整できる」
程度と「必要な時に自ら仕事の手順や方法を変
更できる」程度が高い 19）。（3）「介護方針の未徹
底」と「ユニットケアの実践」との間に負の相
関関係がある 20）。したがって，ユニットケアを
採用する法人の場合，低い公式化，高い専門化，
高い分権化，高い組織同一化の組織特性を展開
していることを示している。

わが国の高齢者介護組織の経営に関する多数
の研究は，職員の離職やストレス等，すなわち
人的資源管理に注目している。

リーダーシップ，職務満足，ストレス等の間
の相互関係に関しては，多くの研究成果が蓄積
されてきた。例えば，リーダーシップに関して
は，上司からの業務遂行に対する支援，または
チームワークの形成に対する支援が取りあげら
れ，このうち 1 つのリーダーシップ行動，職務
満足，ストレスの間の相互関係が分析されてい
る（大和，2010；笠原，2001）。他方，多くの研
究によれば，上述の 2 つのリーダーシップ行動
の組み合わせが有効である（原野他，2009；蘇他，
2007；中野，2007；畦地他，2006）。

さらに他の研究は，職員の職務満足に関連す
る変数として，コミットメントを取りあげてい
る（谷口他，2010；原野他，2009）。これらの研
究は，職場への情緒的な愛着が，チームで介護
を行う際に必要な良好な人間関係の構築につな
がることを示している。

このように，研究者や実践家の関心は，主に
職員の離職，ストレス，職務満足の 3 つにあり，
この 3 つを改善するためには，より良い人間関
係の構築が重要であることが示唆されている。

以上，1 項，2 項，3 項の先行研究の検討より，
高齢者介護組織の経営に関しては，従来，環境
―競争戦略―組織特性―組織成果間の相互関係
は部分的にしか解明されておらず，今後，これ
ら相互関係の包括的かつ実証的な分析が必要で
あることが明らかとなった。

Ⅲ　仮説の提示と概念の操作化

1.　仮説の提示

環境―戦略―組織特性―組織成果間の相互関
係を実証的に解明するための準備として，まず
検証されるべき仮説を提示する。
（1）環境―競争戦略間の関係
本研究の調査対象組織は，すべて北海道を拠

点に高齢者介護事業を行っている社会福祉法人
である。したがって、同一の活動領域に属し、
その客観的な環境の違いは小さいと考えられる。
他方，環境の不確実性に関する主観的な認知（環
境に対する危機意識等）は異なると考えられる。
この環境の主観的な認知が異なる場合，採用さ
れる競争戦略も異なるであろう。そこで環境―
競争戦略間の関係に関して次の仮説を提示する。

【仮説 1】環境不確実性の認知が異なる場合，採
用される競争戦略は異なる。
（2）競争戦略―組織特性間の関係
主に営利組織を対象とするかなりの数の研究

は，競争戦略と組織特性の間に一定の関係が存
在することを明らかにしてきた 21）。上述のよう
に，Porter（1980）は「組織は戦略（差別化戦
略またはコスト・リーダーシップ戦略）が異な
る場合，異なる組織特性（有機的マネジメント・
システムまたは機械的マネジメント・システム）
を採用する」ことを明らかにしている。

他方，上述のように，高齢者介護組織を対象
18）張・黒田（2008）。
19）鈴木（2007）。
20）種橋（2007）。実際には，種橋（2007）は，ユニットケ
アに適合的な組織特性の分析ではなく，個別ケアを行う上
での阻害要因の分析を行っている。

21）White（1986），Miles and Snow（1978），Lawrence 
and Lorsch（1977）他
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として競争戦略と組織特性間の関係を解明しよ
うとする研究は，ほとんど行われてこなかった。
例外的な研究の 1 つである Davis et al .（2001）は，
競争戦略―組織特性間の関係の部分的な解明を
試みており，高齢者介護組織の場合も競争戦略
と組織特性の間に一定の関係が存在することを
明らかにしている。

わが国の高齢者介護組織，すなわち社会福祉
法人を対象として競争戦略と組織特性間の関係
を実証的かつ包括的に解明しようとする研究は
皆無である。

そこで競争戦略―組織特性間の関係に関して，
次の仮説を提示する。

【仮説 2】競争戦略が異なる場合，採用される組
織特性は異なる。

本研究では，上述のように，組織特性とは組
織構造と組織プロセスの 2 つから成っている。
したがって【仮説 2】に関して，以下の 6 つの
下位仮説が提示される。

【仮説 2-1】競争戦略が異なる場合，公式化の程
度は異なる。

【仮説 2-2】競争戦略が異なる場合，専門化の程
度は異なる。

【仮説 2-3】競争戦略が異なる場合，分権化の程
度は異なる。

【仮説 2-4】競争戦略が異なる場合，リーダーシッ
プスタイルは異なる。

【仮説 2-5】競争戦略が異なる場合，コミュニケー
ションのあり方は異なる。

【仮説 2-6】競争戦略が異なる場合，同一化の程
度は異なる。
（3）競争戦略―組織特性―組織成果間の関係
営利組織においては，競争戦略が異なる場合，

採用される組織特性が異なるだけではなく，有
効な組織特性の組み合わせも異なることが示さ
れている。この点は，社会福祉法人にも妥当す
るのではないかと考えられる。そこで，競争戦

略―組織特性―組織成果間の関係に関して，次
の仮説を提示する。

【仮説 3】競争戦略が異なる場合，有効な組織特
性の組み合わせは異なる。

本研究の理論的枠組は，図 3 に示されている。
この理論的枠組は，上記の 3 つの仮説間の関係
および本研究で取り扱う主要な概念間の関係を
示している。すなわち，次の 3 つの関係である。

（1）運営管理者は主体的に競争戦略を選択する
が，その場合，環境からも制約を受ける。（2）
競争戦略は固有の組織特性を備えている。（3）
競争戦略と組織特性が適合的である場合，組織
成果は高い。

2.　概念の操作化

次に理論的枠組および仮説を構成する概念を
より詳しく説明するとともに，概念の操作化を
試みる。概念の操作化は概念の測定方法を定義
することである。そのプロセスは，①次元の選択，
②次元のインディケータの選択，③インディケー
タの測定用具の選択，④インデックスの形成の
4 段階からなる。
（1）環境
本研究では，野中（1974）を参考にして，環

境の次元として「環境不確実性」を採用し，「環
境の不安定性」と「環境の異質性」の 2 つをイ
ンディケータとした。

第１のインディケータである「環境の不安定

図 3　理論的枠組　
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性」は，情報の信頼性および情報フィードバッ
クの時間幅を指している。本研究では，情報の
信頼性のみを考慮する。このインディケータを
作成するために，現在と将来に関して競争が激
しいか否かの程度，および制度が当組織にとっ
て不都合か否かを測定した。

第 2 のインディケータである「環境の異質性」
は，情報源の数と各情報源に送受信する情報量
を指している。本研究では，情報源の数のみを
考慮する。このインディケータを作成するため
に，顧客の趣味と選好の多様性の程度，および
現在と将来について認知された利用者のニーズ
の多様性を測定した。

環境の各測定用具は，その妥当性を 5 点尺度（1:
まったくちがう～ 5: まったくそのとおり）で回
答させる方法によって定量化される。2 つのイ
ンディケータは，それぞれの測定用具のスコア
を単純平均したものである。
（2）競争戦略
競争戦略の次元として「戦略類型」を採用し，

「経費削減の重視度」および「質・独自性の重視
度」の 2 つをインディケータとした 22）。

第１のインディケータである「経費削減の重
視度」を作成するために，①サービスの提供時
間を短縮することによる効率化，②消耗品によ
る効率化，③直接ケア以外の作業の外部委託に
よる効率化，④非常勤職員の採用による効率化
のそれぞれの程度を測定した 23）。

第 2 のインディケータである「質・独自性の
重視度」を作成するために，①食事の質や種類
の充実による質・独自性の強化，②介護保険適
用外サービスによる質・独自性の強化，③研修

の実施による質・独自性の強化，④施設・設備
の改修・更新による質・独自性の強化のそれぞ
れの程度を測定した 24）。

競争戦略の各測定用具は，5 点尺度（1: 全く
重視しない～ 5: 非常に重視する）を用いて解答
させることにより定量化された。2 つのインディ
ケータは，それぞれの測定用具のスコアを単純
平均したものである。
（3）組織特性
組織特性は，組織構造と組織プロセスの 2 つ

で構成される。
従来，組織構造を測定・記述するための次

元として，さまざまなものが開発されてきた。
Hall（1991）は，組織構造に関する諸研究の詳
細なサーベイを通して，組織構造の次元を「公
式化」，「専門化」，「分権化」の 3 次元に集約し
ている。野中他（1978）によれば，現在では「こ
の（公式化，専門化，分権化の）3 次元が，組
織構造を記述するための主要な次元であるとい
うことに関しては，ほぼ合意が得られ 25）」ている。

これら Hall（1991）や野中（1978）の見解を
参考にして，本研究でも，組織構造の次元として，

「公式化」，「専門化」，「分権化」の 3 つの次元を
採用した。
「公式化」の次元は，規則・手続き・指示が組

22）Porter（1980）。
23）小室・長谷（1999）は，高齢者介護事業における支出
を抑制する方法として，外注，各種消耗品の購買，サービ
ス提供におけるムダの洗い出し，人件費率の管理をあげて
いる。

24）神部他（2002），田中（2008），神部他（2010）は，特
別養護老人ホーム，軽費老人ホームおよびデイサービス施
設を対象に，利用者のサービス満足度の因子構造を明らか
にしている。彼らの研究によれば，利用者のサービス満足
度の主な因子として，①施設職員の態度，②サービス（食事・
入浴）内容，③施設での快適さをあげている。サービス満
足度に関するこれらの因子は，用いられた 4 つの測定用具
のうちの，①，②，④の 3 つと一致している。したがって，
本研究の 3 つの測定用具は，妥当といえる。残る 1 つの測
定用具である③「介護保険適用外サービスによる質・独自
性の強化」は，宣・宮城（2004）が居宅介護サービスにお
ける利用者確保の方法の 1 つとしてあげているものであり，
質・独自性の重視度を測定する上で妥当といえる。
25）野中他（1978），p. 122。
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織内において重視される程度を指しており，「規
則・手続き・指示の明瞭性」と「規則・手続き・
指示の遵守度」の 2 つをインディケータとした。

第 1 のインディケータである「規則・手続き・
指示の明瞭性」を作成するために，運営管理者
や職員のための日々の仕事のやり方を示した詳
細なマニュアルの有無を測定した。第 2 のイン
ディケータである「規則・手続き・指示の遵守度」
を作成するために，運営管理者や職員が必要に
応じて規則や標準的手続きとは異なる臨機応変
で柔軟な対応をする程度を測定した。
「専門化」の次元は，組織成員の専門職化の程

度を指しており，「職員の専門知識・能力の必要
度」と「新規採用職員が一人前になるまでの期
間の長さ」の 2 つをインディケータとした。

第 1 のインディケータである「職員の専門知
識・能力の必要度」を作成するために，高度の
教育訓練を要する資格を求めている程度を測定
した。第 2 のインディケータである「一人前に
なるまでの期間の長さ」を作成するために，新
規採用の職員が，上司や先輩職員の指示を仰が
なくてもひとりで的確な仕事ができるようにな
るまでに少なくとも 3 年はかかることに対する
妥当性の程度を測定した。
「分権化」の次元は，組織内において意思決定

が行われる階層位置を指し，一般に組織階層の比
較的上層で行われる場合は集権的であり，逆に
比較的下層で行われる場合は分権的である。本
研究では，｢意思決定の階層｣ をインディケータ
とした。このインディケータを作成するために，
部下が仕事上の意思決定をする程度を測定した。

次に，組織プロセスの操作化を行った。
組織プロセスは，パワー，コンフリクト解消，

リーダーシップ 26），意思決定，統合，調整，コ
ントロール，コミュニケーション，境界連結活動
などから成り，組織における人々の相互作用や
行動のパターンをあらわす包括的概念である 27）。

本研究では，組織プロセスの次元として，「リー
ダーシップ」，「コミュニケーション」，「同一化」
の 3 つの次元を採用した 28）。
「リーダーシップ」の次元のインディケータは

「目標達成行動」と「集団維持行動」の 2 つである。
第 1 のインディケータである「目標達成行動」

は，組織や集団の課題解決を促進し，仕事の効
率や生産性向上を遂行する監督行動を指してい
る。このインディケータを作成するために，運
営管理者と現場の中間管理者が，仕事のやり方
や量などについて頻繁に指針を出す程度を測定
した。第 2 のインディケータである「集団維持
行動」は，組織や集団内の破壊的緊張の解消を
図り，人間関係を維持，強化する監督行動を指
している 29）。このインディケータを作成するた
めに，運営管理者と現場の中間管理者が，職場
における人間関係が円滑になるよう気配りする
程度を測定した。
「コミュニケーション」の次元のインディケー

タは「垂直的な情報の流れ」と「水平的な情報
の流れ」の 2 つである。

第 1 のインディケータである「垂直的な情報
の流れ」を作成するために，情報の流れが階層
を通じた縦の流れに限定される程度を測定した。
第 2 のインディケータである「水平的な情報の
流れ」を作成するために，指示や報告が組織を
横断して流れる程度を測定した。
「同一化」の次元のインディケータは「組織同

26）中野（2007）は，高齢者介護組織におけるリーダーシッ
プに代表される組織プロセスの重要性を示唆している。
27）野中他（1978），p. 181。
28）高齢者介護サービスは，直接，顧客（利用者）に接す
ることを通じて提供される。このため，介護職員の心理的
モティベーションや職務満足が特に重要である。高齢者介
護組織を対象とする先行研究では，介護職員のストレスの
要因や職務満足の要因などに注目し，リーダーシップ，コ
ミュニケーション，同一化などを取りあげられている（谷
口他，2010；畦地他，2006；等）。
29）三隅（1984），pp.63-69。
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一化」と「職務同一化」の 2 つである。
第 1 のインディケータである「組織同一化」は，

組織への組織成員による一体化の程度を指して
いる。このインディケータを作成するために，
①運営管理者と職員間の目標共有度，②組運営
管理者と職員の法人成員であることの誇り，③
職員の法人の運営方針の支持度を測定した。組
織同一化のスコアは，これら 3 つの測定用具の
スコアを単純平均したものである。第 2 のイン
ディケータである「職務同一化」は，職務への
組織成員による一体化の程度を指し，このイン
ディケータを作成するために，職員が職務に関
連する文献に目を通している程度を測定した 30）。

組織特性の 11 のインディケータの測定に際し
ては，その特徴を短文に要約し，その妥当性を
5 点尺度（1: まったくちがう～ 5: まったくその
とおり）で回答させる方法を用いた。
（4）組織成果
組織成果の次元として｢総合的成果｣を採用し，

｢総合的成果指標｣ をインディケータとした。こ
のインディケータを作成するために，各法人の
財務的成果，非財務的成果，および社会的成果
の 3 つを測定した。

財務的成果は，①収益性，②効率性，③成長
性の 3 つを指している。一般に，社会福祉法人
の場合，利益を獲得するという意識は営利組織
に較べて希薄である。そこで①の収益性は，社
会福祉法人で用いられる会計項目のうち利益に
近いもの，すなわち，当期活動収支差額を事業
活動収入計で除した当期活動収支差額比率に
よって測定された。また，社会福祉法人の場合，
人件費が総費用のなかで最も大きな割合を占め
る。そこで，②の効率性は，人件費／事業活動
収入によって測定された。③の成長性は，事業
活動収入の増加率によって測定された。

非財務的成果は，①サービスの質，②利用者

満足度，③職員の待遇改善の 3 つを指しており，
各項目の満足度を測定した。

社会的成果は，①本業を通じた地域貢献，②
本業以外での地域貢献，③本業を通じた高齢者
の尊厳の維持，④本業以外での高齢者の尊厳の
維持の 4 つを指しており，各項目の満足度を測
定した。

組織成果に関しては，いずれも平均的な他の
社会福祉法人との比較で，当該法人の過去 5 年
間の達成度が 5 点尺度（1: 非常に不満足～ 5: 非
常に満足）で測定した。「総合的成果指標」は，
これらすべての測定用具のスコアを単純平均し
たものである。

以上説明した環境，競争戦略，組織特性，組
織成果の 4 つの概念の操作化のプロセスは，表
1 のように要約される。

Ⅳ　研究方法

1.　調査方法

本研究は，環境―競争戦略―組織特性―組織
成果間の相互関係の実証的な解明を目的として
いる。一般に公表されている 2 次データから，
競争戦略や組織特性に関する内部データを入手
することは困難である。したがって，内部デー
タを独自に収集することが必要である。

内部データの収集方法としては，訪問面接調
査法（インタビュー法），電話調査法などいくつ
かの方法が考えられる 31）。本研究では，①大量
サンプルを対象とした統計的分析による定量的
研究を志向している，②研究者には時間的制約
と予算的制約が存在するという 2 つの理由から，
郵送質問票調査法が採用された。

2.　調査対象組織

本研究の調査対象組織は，北海道内に拠点を

30）野中他（1978），p. 398-401。 31）井上他（1995），p. 47。
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表 1　概念の操作化
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おく社会福祉法人のうち，高齢者介護事業を行っ
ている社会福祉法人である。

社会福祉法人の所轄庁は，拠点をおく地域に
よって異なる 32）。北海道内の社会福祉法人は，
北海道庁，札幌市，旭川市，函館市，厚生労働
省北海道厚生局のいずれかによって管轄されて
いる。

本研究では，北海道所管の社会福祉法人の選
定に際して，2010 年 4 月 1 日付の北海道庁ホー
ムページのデータベースを用いた。札幌市所管
の社会福祉法人の選定に際しては，2011 年 7 月
1 日付の札幌市ホームページのデータベースを
用いた。旭川市所管の社会福祉法人の選定に際
しては，2011 年 7 月 1 日付の旭川市ホームペー
ジのデータベースを用いた。函館市所管の社会
福祉法人の選定に際しては，2011 年 7 月 27 日
付の函館市ホームページのデータベースを用い
た。北海道を拠点とする厚生労働省所管の社会
福祉法人の選定に際しては，2010 年 12 月 31 日
付の北海道庁ホームページのデータベースを用
いた。

次に，表 2 に示された事業を各社会福祉法人
が実際に行っているかが確認された。表 2 の事
業は，社会福祉法に基づく社会福祉事業のうち，
老人福祉法に関連しかつ直接的なケアを行う事
業である。

北海道内には 858 の社会福祉法人が拠点をお
いている。このうち 394 法人が高齢者介護事業
を行っている。本研究の調査対象組織はこれら
394 法人である。

3.　調査方法

（1）予備調査
本研究では，調査の意図を正確に反映したデー

タを質問票調査によって収集するために，本調
査に先立ち予備調査が行われた。まず，質問票
の項目の正確さや調査対象組織に関して助言を
得るために，北海道社会福祉協議会の担当者に
対して面接が行われた。北海道社会福祉協議会
は，北海道内の社会福祉法人の連携や社会福祉
法人の調査・研究を行っている社会福祉法人で
ある。

次に，この北海道社会福祉協議会の紹介を受
け，北海道内の 3 つの社会福祉法人の専任の理
事あるいは総合施設長に対して面接が行われた。
面接の結果，数カ所の改良が質問票に施された。
加えて，質問票の記入を求めるべき組織の実態
を正確に理解している社会福祉法人の成員は誰
かに関して，有益な助言が得られた。

32）社会福祉法第 30 条「社会福祉法人の所轄庁は都道府県
知事とする。ただし、次の各号に掲げる社会福祉法人の所
轄庁は、当該各号に定める者とする。
1　一　主たる事務所が指定都市の区域内にある社会福祉法
人であつてその行う事業が当該指定都市の区域を越えない
もの及び第百七条第二項に規定する地区社会福祉協議会で
ある社会福祉法人　指定都市の長
二　主たる事務所が中核市の区域内にある社会福祉法人で
あつてその行う事業が当該中核市の区域を越えないもの　
中核市の長
2　社会福祉法人でその行う事業が二以上の都道府県の区域
にわたるものにあつては、その所轄庁は、前項本文の規定
にかかわらず、厚生労働大臣とする」。

表 2　高齢者介護事業
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（2）本調査
2011 年 9 月から 10 月にかけて，本調査が実

施された。本調査の際の封筒には，①北海道社
会福祉協議会からの調査協力の依頼状，②北海
道大学大学院経済学研究科・社会福祉法人研究
会の挨拶状，③質問票，④返信用封筒が入れら
れた。③の質問票は，上述の予備調査の結果に
もとづいて改良されたものが用いられ，社会福
祉法人の専任の理事もしくは施設長に記入が求
められた。

本調査は次のように行われた。9 月初旬，394
法人全てに対して，第 1 回目の質問票の送付が
行われた。その結果，225 法人から回答が得ら
れた。回収率は 57.11% であった。

9 月下旬，返答率を上げるため，第 1 回目の
質問票に返答のない 169 法人に対して，催促状
とともに第 2 回目の質問票の送付が行われた 33）。
その結果，76 法人から回答が得られた。回収率
は 44.97% であった。

以上 2 回にわたる質問票の送付の結果，394
法人のうち，301 法人から回答が得られた。こ
のうち，欠損値を多く含む回答は除外された。
最終的に，分析対象組織は 298 法人となった。
有効回収率は 75.63% であった。

Ⅴ　調査結果の分析

1. 分析対象組織のサービス

高齢者介護サービスは，社会福祉法と老人福
祉法にもとづき，①施設サービス，②訪問サー
ビス，③通所サービス，④短期入所サービス，
⑤地域密着型サービスの 5 つに分類される。図
4 は分析対象組織によって提供されるサービス
の有無を示している。これによれば，①の施設

サービスは 208 法人，②の訪問サービスは 158
法人，③の通所サービスは 205 法人，④の短期
入所サービスは 165 法人，⑤の地域密着型サー
ビスは 80 法人によって，それぞれ提供されてい
る。

一般に，③の通所サービスと④の短期入所サー
ビスを行うためには一定規模の施設が必要であ
り，通所施設と短期入所施設は，特別養護老人
ホームなどに併設される場合が多い。したがっ
て，多くの社会福祉法人では，特別養護老人ホー
ムなどの①の施設サービスが行われるとともに，
③の通所サービスと④の短期入所サービスが行
われる。

⑤の地域密着型サービスは，提供され始めた
のが比較的最近であり，提供する法人の割合は
低い。

33）井上他（1995），pp. 54-58。このような方法は，TDM（Total 
Design Method）と呼ばれ，郵送調査における標準的方法
である。 図 4　提供されるサービス
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表 3　職員数

表 3 は分析対象組織の職員数である。これに
よれば，全職員数の平均値は 78.3 人である。最
小値は 1 人であり，最大値は 955 人であり，社
会福祉法人の高齢者介護事業の規模のばらつき
は大きい。

常勤職員の平均値は 53.9 人であり，非常勤職
員数の平均値は 23.3 人である。したがって，常
勤職員と非常勤職員の比率は 1 対 0.42 である。

2.　競争戦略の類型

まず，分析対象組織である 298 法人のデータ
にもとづいて，競争戦略の類型が析出された。
競争戦略の次元である戦略類型は，上述のよう
に，次の 2 つのインディケータによって構成さ
れている。第 1 のインディケータは，「経費削減
の重視度」である。第 2 のインディケータは，「質・
独自性の重視度」である。それぞれの重視度の
スコアが平均値以上の場合，経費削減の重視度
あるいは質・独自性の重視度は「高い」。他方，
スコアが平均値未満の場合，経費削減の重視度
あるいは質・独自性の重視度は「低い」。

分析の結果，これら 2 つのインディケータの
高低によって 298 法人は 4 つに分割された。す
なわち，「受身型戦略」，「コスト志向戦略」，「差
別化志向戦略」，「差別化・コスト併用戦略」，の
4 つの戦略類型が析出された（図 5）。

受身型戦略を採用している組織は，経費削減
の重視度が低く，質・独自性の重視度が低い。
コスト志向戦略を採用している組織は，経費削
減の重視度が高く，質・独自性の重視度が低い。
差別化志向戦略を採用している組織は，経費削
減の重視度が低く，質・独自性の重視度が高い。
差別化・コスト併用戦略を採用している組織は，
経費削減の重視度が高く，質・独自性の重視度
が高い。

図 5 は，4 つの戦略類型の分布を示している。
これによれば，受身型戦略（92 法人）と差別化・
コスト併用戦略（84 法人）を採用している組織
は多く，コスト志向戦略（59 法人）と差別化志
向戦略（51 法人）を採用している組織は少なかっ
た。

ここで，4 つの戦略類型を採用している組織
が存在している理由を考察する。

まず，コスト志向戦略，差別化志向戦略，差
別化・コスト併用戦略を採用している組織の存
在理由は次のように考えられる。社会福祉法第
24 条に，「社会福祉法人は，社会福祉事業の主
たる担い手としてふさわしい事業を確実，効果
的かつ適正に行うため，自主的にその経営基盤
の強化を図るとともに，その提供する福祉サー
ビスの質の向上及び事業経営の透明性の確保を
図らなければならない」と規定されている。す
なわち，社会福祉法人は，経費削減等効率性の
向上と効果的なサービス提供を求められる。こ
のため，効率的，効果的，またはその両方を目
指す戦略として，コスト志向戦略，差別化志向
戦略，差別化・コスト併用戦略を採用している
組織が存在していると考えられる。図 5　戦略類型
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次に，受身型戦略を採用している組織の存在
理由は次のように考えられる。介護保険制度が施
行される以前は，社会福祉法人は，措置と呼ばれ
る行政事務の委託を受けて高齢者介護サービス
を提供していた。行政事務の受託者であり，自
主的な判断によって事業経営の効率性を確保し
ようとする環境は必ずしも整っていなかった 34）。
そのため，介護保険制度が施行される以前は，
社会福祉法人の多くは経費削減と質・独自性の
両方を必ずしも重視する必要はなかった。すな
わち，必ずしも効果的ではなく，必ずしも効率
的ではない受身型戦略を採用することで十分で
あったことが考えられる。図 5 の結果は，現在
でも，介護保険制度以前と同様に，多くの組織
が，経費削減や質の向上を目指さない経営を行っ
ていることを示していると考えられる。

図 5 の結果によれば，コスト志向戦略（59 法人）
や差別化志向戦略（51 法人）を採用する組織に
比べて，差別化・コスト併用戦略（84 法人）を
採用する組織が多い。差別化・コスト併用戦略は，
経費削減と質・独自性の両方を重視する戦略で
ある。経営学では，この経費削減と質・独自性
の両方を同時に追求することが可能かについて
は，従来から論争となってきた。そこで本研究
では，高齢者介護事業を行う社会福祉法人の場
合，経費削減と質・独自性の両方を追求するこ
とは可能かについて考察することにする。

まず，質の向上の追求と効率性の追求は互い
に矛盾する関係にあると主張する研究がみら
れる 35）。この主張は，主として Porter（1980，
1985）によって行われている。

Porter は，3 つの基本戦略（差別化戦略，コ
スト・リーダーシップ戦略，集中戦略）を提示
している。3 つのうち，ここでの議論と関係す
る差別化戦略とコスト・リーダーシップ戦略の

特に 2 つに注目する。
差別化戦略は，自社の製品やサービスを差別

化して，業界の中でも特異な何かを創造しよう
とする戦略である。他方，コスト・リーダーシッ
プ戦略は，コスト面で最優位に立つという基本
目的にそった一連の実務政策を実行することで，
コストのリーダーシップをとろうとする戦略で
ある。Porter は，このような差別化戦略とコス
ト・リーダーシップ戦略は二律背反関係にあり，
両者を同時に追求することは不可能である 36）と
主張している。

この Porter の戦略類型論は，経営戦略研究に
おいて基準モデルとなってきた。このため，大
量標本または個別事例を用いた経験的研究およ
び理論的研究によって，その妥当性が盛んに検
証されてきた 37）。例えば，Hambrick（1983）， 
Dess and Davis（1984），Thronhill and White

（2007）等の研究は，Porter の主張を支持してい
る。

Porter（1999）は，差別化戦略とコスト・リー
ダーシップ戦略がトレード・オフ関係にある理
由として次の 3 つをあげている。第 1 に，イメー
ジまたは評判に一貫性が失われるからである。
第 2 に，戦略が異なる場合，活動のやり方，製
品仕様，設備，従業員の行動，スキル，経営シ
ステムも異なるからである。第 3 に，組織内の
調整と管理上の限界である。ある特定の方法で
競争することを明確に選ぶことにより，経営者
は組織としての優先順位を明確に提示すること
ができる。対照的に，明確に選ぶことができな
ければ，従業員が明確なフレームワークもなし
に毎日の業務判断を下すことになり，現場レベ
ルでの混乱を生むリスクがある。

Porter（1985）は，上述のように，基本的に

34）社会福祉法令研究会（2001），p. 155。
35）Porter（1985），p. 25。

36）Porter（1980）は，“stuck in the middle”（窮地に立つ）
状態になると主張している。
37）中橋（1990），p. 172。中橋（2005），p. 28。
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差別化戦略とコスト・リーダーシップ戦略を同
時に追求することはできないと主張している。
他方，同時追求が可能となる次の 4 つの例外的
な条件をあげている。第 1 は，競争相手が戦略
を見失っている場合である。第 2 は，低いコス
トが，製品設計，技術の水準，提供されるサー
ビスその他の要因よりも，市場シェアによって
大きく影響される場合である。第 3 は，一社だ
けができて他の業者は手が出せないような，異
業種間の相互関係がある場合である。第 4 は，
大きなイノベーションを率先してやり遂げた場
合である。

Porter（1985）の同時追求が可能となる 4 つ
の例外的な条件のうちの第 1 の条件と関連して，
Porter and Teisberg（2009）は，差別化戦略と
コスト・リーダーシップ戦略が同時達成される
条件を具体的に例証している。彼らの研究は，
米国の医療業界の 3 つの問題点をあげ，これら
を解決することによって，同時に達成されるこ
とを例証している。3 つの問題点とは，①医療
の提供方法の多くが後れをとっていること，②
過誤・ミスが高い確率で発生していること，③
不適切な診療によりムダな業務が行われている
ことである。

差別化戦略とコスト・リーダーシップ戦略を
同時に追求することは可能であると主張する研
究者もいる。例えば，Murray（1988）は，次の
ように主張している。差別化戦略とコスト・リー
ダーシップ戦略における競争の源泉は，環境状
況に依存する。その際，低いコストを達成する
ための環境と差別化するための環境とは異なる。
コスト・リーダーシップ戦略は主に業界構造に
よって規定され，他方，差別化戦略は主に顧客
特性によって規定される。これらの外部要因は
相互に独立であるから，同時追求は可能である。

Hill（1988）は，差別化戦略が低いコストを達
成する方法になり，模倣されにくい競争優位を

獲得可能であると主張する。彼は，差別化戦略
が低いコストを達成する状況を，新興業界と成
熟業界の場合で説明している。新興業界の場合，
高成長という特徴があり，学習効果や規模の経
済の影響が大きく，製品差別化と低いコストを
達成できる。他方，成熟業界の場合，プロセス
面での変化が新たな学習効果を生むため，大き
な技術変化を経験することで製品差別化と低い
コストを達成できるのである。

また，Miller and Friesen （1986a，b） および
Kim and Lim（1988） は，次のように述べている。

「広告を通じて品質のイメージを作り上げるマー
ケティング志向の差別化戦略は，高い市場シェ
アを達成する場合がある。その場合，広告や生
産の両面で規模の経済を用いて低コストは達成
可能であり，差別化戦略とコスト・リーダーシッ
プ戦略の同時追求は可能である」。

これら差別化戦略とコスト・リーダーシップ
戦略の同時追求を可能とする条件を説明した研
究から，主に 3 つの条件が析出される。

第 1 に，差別化を通じてシェア獲得をするこ
とで，規模の経済を利用できる場合である。差
別化によって，市場シェアを増やし，その高い
市場シェアによって生産や広告の費用を下げる
ことができる場合である。（Hill，1988；Miller 
and Friesen，1986a，b；Kim and Lim，1988）

第 2 に，次のような 2 点の同時追求を可能と
する技術・プロセスを導入している場合である。
1 点目は，ジャスト・イン・タイムなどの技術
を導入することで，低いコストで高い質を達成
できるようになる場合である（Porter，1985）。
2 点目は，新たな技術・プロセスの導入によって，
学習効果の上昇を図る場合である（Hill，1988）。

第 3 に，次のような質と経費削減の同時追求
を可能とする環境条件となっている場合である。
1 点目は，質と経費削減を独立して重視可能な
環境となっている場合である（Murray，1988）。
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2 点目は，競争相手が戦略を見失っている場合で
ある（Porter，1985；Porter and Teisberg，2009）。

次に，本研究の高齢者介護事業を行う社会福
祉法人の状況を検討し，上述の主として営利組
織に関する研究から析出された 3 つの条件がそ
れぞれ満たされているか否かを確認する。

まず，第 1 の「差別化を通じた規模の経済の
達成」の条件に関して検討する。高齢者介護事
業を行う社会福祉法人の場合，規模の経済を利
用して，低いコストを達成する可能性は低いと
考えられる。高齢者介護事業は労働集約的であ
る。業界全体の事業活動支出に占める人件費の
割合は 61.4% と高い。定員規模別の人件費率を
見た場合でも，同様に人件費の割合は高い。30
人以下の特別養護老人ホームでは 62.5%，101 人
以上の特別養護老人ホームでは 60.7 % である 38）。
業界全体で人件費の割合は高い。人件費の割合
は，施設の規模によってほとんど変わらない。1
人の利用者に対して一定の介護職員が必要だか
らである。実際，特別養護老人ホームの場合，
運営基準によって利用者 3 人に対し最低介護職
員を 1 人おかなければならない。そのため，規
模が大きい場合でも，職員の割合はほとんど変
わらない。このことは，高齢者介護事業の場合，
規模の経済がはたらきにくいことを示している。

以上のように，高齢者介護事業を行う社会福
祉法人の場合，規模の経済による経費削減の効
果は小さく，第 1 の条件は満たされないと考え
られる。

次に，第 2 の「同時追求を可能とする技術・
プロセスの導入」の条件に関して検討する。

同時追求を可能とする新しい技術やプロセス
は存在する。利用者のおむつ外しを行うなどの
新たな仕事のやり方を導入することによって，
質の向上と経費削減を同時追求できることが最

近取りあげられるようになった 39）。
新たに技術やプロセスを導入することによっ

て学習効果が向上することも，同時追求を可能
とする条件の 1 つである。学習効果とは，学習
曲線（経験曲線）で表現される。経験やノウハ
ウの累積によって得られる競争優位である。経
験を積むにつれて，労働者は，特定の作業にお
ける能力を向上させる 40）。学習効果は，個別の
労働者の経験やノウハウの累積によって達成さ
れる組織的な優位である。

高齢者介護事業を行う社会福祉法人の場合，
学習効果が大きな影響を及ぼしていると考えら
れる。本岡（2009）は，約 6 か月間特別養護老
人ホームの現場に入って介護の実態を体験して
いる。その中で，彼は，布おむつを着用させる
動作等に関して，先輩職員と新人職員との間に
大きな効率の差があることを発見している。あ
る特別養護老人ホームにおいて，仕事のやり方
が変更された際，職員が慣れるのを待っている
様子が観察されている。その施設長は，「急がず
に職員が慣れるのを待った。急ぐと，ろくなこ
とはない 41）」と述べている。これらの事例や発
言は，学習効果を通じて，費用と品質の両面で
の改善が可能であることを示唆している 42）。

以上のように，高齢者介護事業を行う社会福
祉法人の場合，新たな技術やプロセスを導入す
ることは，質と経費削減の同時追求を可能とす
るであろう。

最後に，第 3 の「質と経費削減の同時追求を
可能とする環境条件」に関して検討する。高齢
者介護事業を行う社会福祉法人の場合，主に良
質な人材の確保と学習効果を通じて低いコスト
を追求できると考えられる。近年，個々の利用
者に合わせた介護を行う動き（例えば，上述の

38）全国老施協・老施協総研（2010），pp.11-13。
39）田中（2003）， p. 17。

40）Besanko et al.  （2000）， p. 98.
41）大内（2007）， p. 88。
42）Besanko et al . （2000）， p. 99.
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ユニットケアの導入）がみられるなど，顧客特
性に関しては，差別化が可能であると考えられ
る。低いコストを追求する際の状況と，差別化
を追求する際の状況は相互に独立であるため，
同時に追求することは可能であろう。

競争相手の戦略の見失いに関しては，次のよ
うに考えられる。高齢者介護事業を行う社会福
祉法人の場合，Porter and Teisberg（2009）で
研究対象とした医療業界と類似の状況が認めら
れる。わが国の高齢者介護事業を行う社会福祉
法人は，介護保険制度が導入される以前は，自
主的な判断によって事業経営の効率性を必ずし
もはかる必要はなかった。このため，必ずしも
最善の介護提供方法が採用されてこなかったと
考えられる。現在でも質の向上と経費削減の両
方を重視しない「受身型戦略」を採用する組織
も少なくないのである。このような状況を考慮
すると，競争相手が，戦略を見失っている可能
性は十分考えられる。

以上のように高齢者介護事業を行う社会福祉
法人の場合，現在でも質と経費削減の同時追求
を可能とする環境条件にあるといえるであろう。

上記の 3 つの条件の検討から，本研究におい
て，差別化・コスト併用戦略を採用している組
織が 84 法人と多い理由として，次の 2 つがあげ
られる。第 1 に，新たな技術やプロセスを採用
することによって，質と経費削減の同時追求を
可能とする余地が存在することである。第 2 に，
質の向上や経費削減をそれぞれ重視できる環境
条件にあることである。

3.　環境―競争戦略関係

【仮説 1】「環境不確実性の認知が異なる場合，
採用される競争戦略は異なる」の検証を行う。

まず，環境不確実性が競争戦略に及ぼす影響
の程度の違いを析出するために，環境不確実性
を説明変数とし，戦略類型を被説明変数とする

判別分析を行った。
判別分析は，独立変数が定量的データであり，

従属変数が定性的データである場合の多変量解
析である。判別分析の本来の目的は，分析によっ
て定義された判別関数を用いて，未知の研究対
象が属する群を判別することである。しかし，
判別関数を定義する際に算出される標準判別係
数によって，独立変数が従属変数に及ぼす影響
の大きさと方向を知ることができるため，独立
変数の影響を明らかにするための方法として用
いられることも多い 43）。本研究においても，環
境不確実性による戦略類型への影響の大きさと
方向を解明するために用いた。

まず，環境不確実性を独立変数とし，4 つの
戦略類型を従属変数とする判別分析を試み，標
準判別係数（小数第 3 位まで表記）と各戦略類
型の判別関数の平均値を算出した。表 4 に示す
ように，この場合，判別関数は 1 つ定義され，
統計的に有意であった（p ＜ .001）。この各戦略
類型群の判別関数の平均値は，受身型戦略群の
場合は -.445，コスト志向戦略群の場合は -.278，
差別化志向戦略群の場合は .285，差別化・コス
ト併用戦略群の場合は .509 である。したがって，
この判別関数は，差別化志向戦略群と差別化・
コスト併用戦略群の 2 群を受身型戦略群とコス

43）古谷野（1988），pp.81-82。

表 4　環境―競争戦略の判別分析
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ト志向戦略群の 2 群から区別する軸であると考
えられる。この判別関数において，環境不確実
性の標準判別係数は 1.000 である。以上の表 4
の判別分析の結果は，次のように理解される。
すなわち，環境不確実性がより高い場合，差別
化志向戦略と差別化・コスト併用戦略が採用さ
れる傾向がある。

この判別分析の結果を補完するために，図 6
に示すような一元配置分散分析と Tukey の多重
範囲検定を試みた。一元配置分散分析と多重範
囲検定は，独立変数が定性的データであり，従
属変数が定量的データである場合の分析方法で
ある。したがって，この 2 つの方法を利用する
ことは，環境不確実性が定量的データの独立変
数であり，戦略類型が定性的データの従属変数
である本研究の図 3 に示す ｢理論的枠組｣ の構
造からは必ずしも適切とはいえない。しかし図 6
は，戦略類型間で環境不確実性の平均値に統計
的な有意差があるか否かを示しており，表 4 の
判別分析の補完的方法としての意義はあろう 44）。

上述の表 4 の判別分析の結果および図 6 の一
元配置分散分析と Tukey の多重範囲検定の結果
より，次の点が明らかになった。すなわち，環
境不確実性の程度が高い場合，差別化志向戦略
と差別化・コスト併用戦略が採用される。他方，

環境不確実性の程度が低い場合，受身型戦略と
コスト志向戦略が採用される。

本研究のこれらの結果は次のように理解され
る。競争が激しい環境下では，新たに利用者を
誘引する必要性が高いために，質や独自性を重
視する程度が高い。他方，競争が激しくない環
境下では，新たに利用者を誘引する必要性が低
いために，質や独自性を重視する程度が低い。

したがって，【仮説 1】「環境不確実性の認知
が異なる場合，採用される競争戦略は異なる」
は支持された。

4.　競争戦略 ― 組織特性関係

【仮説 2】「競争戦略が異なる場合，採用され
る組織特性は異なる」の検証を行う。

まず，戦略類型間の組織特性の程度の違いを
析出するために，一元配置分散分析が試みら
れた。その際，一元配置分散分析では，どの
戦略類型間に差異があるかはわからないため，
Tukey の多重範囲検定が副次的に用いられた

（図 7，図 8，図 9）。
（1）　競争戦略 ― 組織構造（図 7）
「公式化 1」（規則・手続き・指示の明瞭性）

に関しては，一元配置分散分析の結果，有意な
差が析出された。多重範囲検定の結果，戦略類

図 6　環境―競争戦略の一元配置分散分析

44）小島（1998），pp.164-165。
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型間に次の 4 つの有意な差が析出された。すな
わち，受身型戦略とコスト志向戦略，受身型戦
略と差別化志向戦略，受身型戦略と差別化・コ
スト併用戦略，コスト志向戦略と差別化・コス
ト併用戦略の間に有意な差が認められた。

受身型戦略の場合，その程度は有意に低い。
差別化・コスト併用戦略の場合，その程度は有
意に高い。差別化・コスト併用戦略は，質・独
自性の重視度も経費削減の重視度も高い戦略で
あり，受身型戦略と比べると，高齢者介護を提
供する運営管理者の意識が高いと考えられる戦
略である。規則・手続き・指示の明瞭化には，
資金・労力の両面で相応のコストがかかる。そ
のため，組織運営に関わる意識の差が規則・手
続き・指示の明瞭化の差を生んでいると考えら
れる。したがって，規則・手続き・指示の明瞭
化は，受身型戦略の場合には進んでおらず，差

別化・コスト併用戦略の場合には進んでいると
考えられる。
「公式化 2」（規則・手続き・指示の遵守度）

に関しては，一元配置分散分析の結果，有意な
差が析出された。しかし，多重範囲検定の結果，
戦略類型間に有意な差は認められなかった。有
意な差は認められなかったが，差別化志向戦略
と差別化・コスト併用戦略の場合，相対的にそ
の程度は低い。

差別化志向戦略や差別化・コスト併用戦略の
場合，質を高めるために各高齢者の状況に合わ
せた介護を行う必要がある。規則や標準的手続
きに限らず，臨機応変で柔軟な対応が求められ
る。

鈴木（2007）は，ユニットケアを行う施設の
場合，ユニットケアを行わない施設に比べて，
①自分の裁量で仕事ができる，②仕事の手順を

図 7　競争戦略―組織構造の一元配置分散分析
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自分で変更できる，の 2 項目が有意に高いこと
を示している。このことは，介護内容や介護の
やり方の多くの部分が，職員個人の判断に任さ
れていることを示している。質や独自性を重視
する場合，職員に臨機応変で柔軟な対応を強く
要求することは，わが国の高齢者介護組織に関
する先行研究の結果と一致する。このため，「公
式化 2」（規則・手続き・指示の遵守度）の程度
が低くなると考えられる。

公式化 1（規則・手続き・指示の明瞭性）の
結果と公式化 2（規則・手続き・指示の遵守度）
の結果は，必ずしも一致しなかった。公式化
のインディケータ間にこのような違いが生じた
理由は以下のように考えられる。公式化 1（規
則・手続き・指示の明瞭性）が，職務やその進
め方をどの程度を公式に定めているかを十分に
示していない可能性があるからである。Walton

（1981）は「規則，手続き，指示，コミュニケーショ
ンが文書化されている程度」と「組織内で規則
の使用」という 2 つの公式化の定義は全く異な
るインディケータであると述べている。文書化

（本研究では公式化 1）は当初意図していた「職
務やその進め方がどの程度公式に定められてい
るか」を指す公式化と異なり，文書化の高さが
必ずしも公式化の高さを示すものではないと考
えられる。このため，公式化 1 の結果と公式化
2 の結果とは一致しなかったと考えられる。

以上の結果より，【仮説 2-1】「競争戦略が異な
る場合，公式化の程度は異なる」は，概ね支持
された。
「専門化 1」（職員の専門知識・能力の必要度）

に関しては，一元配置分散分析の結果，有意な
差が析出された。多重範囲検定の結果，戦略類
型間に有意な差が 3 つ析出された。受身型戦略
と差別化志向戦略，受身型戦略と差別化・コス
ト併用戦略，コスト志向戦略と差別化・コスト
併用戦略の間で有意な差が認められた。すなわ

ち，差別化志向戦略と差別化・コスト併用戦略
の場合，その程度は有意に高い。

差別化志向戦略と差別化・コスト併用戦略の
場合，「公式化 2」に関して述べたように，介護
の質を高めるために各高齢者の状況に合わせた
介護を行う必要がある。職員には症例等への対
応力を示す証拠としての資格を要求している。

張・黒田（2008）は，ユニットケアを効果的
に運営する際に，職員の資質向上への支援など
職場環境の改善が必要であることを示している。
質や独自性を重視する場合，資質向上の一環と
して，職員に高度な教育訓練を要する資格を強
く求めると考えられる。このことは国内の高齢
者介護組織に関する先行研究の結果とも一致す
る。このため，差別化志向戦略と差別化・コス
ト併用戦略の場合，「専門化 1」（職員の専門知識・
能力の必要度）の程度が高くなると考えられる。
「専門化 2」（新規採用された職員が一人前に

仕事をできるようになるまでの期間の長さ）に
関しては，一元配置分散分析の結果，戦略類型
間に有意な差は析出されなかった。専門化 2 の
程度は総じて高い傾向にあった。
「専門化 2」の程度が総じて高い理由は次のよ

うに考えられる。高齢者介護サービスは対人業
務であり，一人前の仕事をする上で必要なノウ
ハウの獲得に時間がかかる。差別化志向戦略や
差別化・コスト併用戦略の場合，質を高めるた
めにより多く利用者の状況を把握する必要があ
り，「専門化 2」の程度が高くなると推測される。
差別化志向戦略と差別化・コスト併用戦略の場
合，「公式化 1」（規則・手続き・指示の明瞭性）
が高い。新入職員はマニュアルに従うことに
よって，一定程度の仕事を遂行できる。そのた
め，差別化志向戦略と差別化・コスト併用戦略
の場合，新入職員が一人前になるまでの期間を
短縮できる。この結果，戦略類型間で「専門化 2」
の差はみられないのであろう。したがって，「専
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門化 1」と「専門化 2」が異なる結果となったと
考えられる。

以上の結果より，【仮説 2-2】「競争戦略が異な
る場合，専門化の程度は異なる」は部分的に支
持された（専門化 1 に関しては支持され，専門
化 2 に関しては支持されず）。
「分権化」（意思決定の階層）に関しては，一

元配置分散分析の結果，戦略類型間に有意な差
は認められなかった。分権化の程度は総じて低
い傾向にあった。

分権化の程度は，いずれの戦略類型において
も，総じて低い傾向にあった理由として，次の
2 つが考えられる。第 1 に，社会福祉法人を設
立するには，継続した運営を担保する目的で，
土地・建物を要求される 45）。そのため，社会福
祉へ貢献しようという熱意を持った人が，自ら

の土地・建物を提供して法人を設立し，運営す
るようになった。このような経緯の中で，運営
管理者に権力が集中したと考えられる。

第 2 に，調査回答者を運営管理者に指定した
ことである。運営管理者は自ら意思決定を現場
に任せきりにしていないことを主張する意図が
あったのかもしれない。

以上の結果より，【仮説 2-3】「競争戦略が異な
る場合，分権化の程度は異なる」は支持されな
かった。
（2）　競争戦略―組織プロセス
「リーダーシップ」の 2 つのインディケータの

4 つの変数について検討する（図 8）。
「リーダーシップ 1」（目標達成行動―運営管

理者）に関しては，一元配置分散分析の結果，
有意な差が析出された。多重範囲検定の結果，

図 8　競争戦略―リーダーシップの一元配置分散分析

45）社会福祉法第 25 条「社会福祉法人は，社会福祉事業を
行うに必要な資産を備えなければならない」とあり，原則
として社会福祉事業を行うために直接必要なすべての物件
について所有権を有しているか，又は国若しくは地方公共
団体から貸与若しくは使用許可を受けていることが必要で
ある（社会福祉法令研究会，2001，pp. 158-159）。社会福祉

法第 62 条第 4 項には，施設の設置に関する行政の審査基準
を定めている。その審査基準には，「当該事業を経営するた
めに必要な経済的基盤があること」「実務を担当する幹部職
員が社会福祉事業に関する経験，熱意及び能力を有するこ
と」を含む。
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戦略類型間に有意な差が 2 つ析出された。受身
型戦略とコスト志向戦略，および受身型戦略と
差別化・コスト併用戦略の間に有意な差が認め
られた。すなわち，差別化・コスト併用戦略と
コスト志向戦略の場合，その程度は有意に高い。
「リーダーシップ 1」（目標達成行動―現場の

中間管理者）に関しては，一元配置分散分析の
結果，有意な差が析出された。多重範囲検定の
結果，受身型戦略と差別化・コスト併用戦略の
間に有意な差が認められた。すなわち，差別化・
コスト併用戦略の場合，その程度は有意に高い。
有意な差は認められなかったが，コスト志向戦
略の場合，その程度は相対的に高い。
「リーダーシップ 2」（集団維持行動―運営管

理者）に関しては，一元配置分散分析の結果，
有意な差が析出された。多重範囲検定の結果，
戦略類型間に 2 つの有意な差が析出された。受
身型戦略とコスト志向戦略，および受身型戦略
と差別化・コスト併用戦略の間に有意な差が認
められた。すなわち，差別化・コスト併用戦略
とコスト志向戦略の場合，その程度は有意に高
い。
「リーダーシップ 2」（集団維持行動―現場の

中間管理者）に関しては，一元配置分散分析の
結果，有意な差が析出された。多重範囲検定の
結果，戦略類型間に有意な差が 1 つ析出された。
受身型戦略と差別化・コスト併用戦略の間に有
意な差が認められた。すなわち，差別化・コス
ト併用戦略の場合，その程度は有意に高い。有
意な差は認められなかったが，差別化志向戦略
の場合，その程度は相対的に高い。

以上の「リーダーシップ」の 2 つのインディ
ケータの 4 つの変数の分析結果は次のように解
釈される。以下，コスト志向戦略，差別化志向
戦略，差別化・コスト併用戦略の各場合につい
て整理する。

まず，コスト志向戦略の場合，運営管理者は

目標達成行動と集団維持行動の両方を重視して
いた。目標達成行動が高くなったことは，仕事
の効率や生産性向上に向けて集団の課題解決を
促進し，厳密なコスト統制を図っているからで
あると考えられる。他方，集団維持行動が高く
なったことは，高齢者介護サービスの人材確保
が理由として考えられる。特別養護老人ホーム
などでは，人材確保が常に問題であるとともに，
離職率も高い。経費に占める人件費の割合も高
いため，経費削減を実行するためには，人材の
確保と維持に関わる経費を抑えることが有効で
あると考えられる。離職につながらないように，
現場の人間関係に配慮することによって，経費
削減を進めている。したがって，コスト志向戦
略の場合，運営管理者の集団維持行動が高くな
ると考えられる。運営管理が率先して目標達成
行動と集団維持行動を展開することにより，経
費削減に努めていると考えられる。

コスト志向戦略の場合，現場の中間管理者は
目標達成行動を相対的に重視していた。経費削
減を現場レベルで達成するためには，厳密なコ
スト統制が必要である。厳密なコスト統制を行
うためは，現場の中間管理者が仕事の効率や生
産性向上に向けて集団の課題解決を促進するこ
とが重要である。したがって，現場の中間管理
者の目標達成行動が相対的に高くなると考えら
れる。

次の差別化志向戦略の場合，現場の中間管理
者は集団維持行動を相対的に重視していた。質・
独自性を重視する上で，職員の質向上のモティ
ベーションを保つことが求められる。ストレス
フルな対人業務に従事する介護職員に対するね
ぎらい，励まし，温かさ，思いやりといった職
場の人間関係に配慮することによって，職員の
ストレスやバーンアウトなどを予防する必要が
ある。したがって，現場の中間管理者の集団維
持行動が相対的に高くなると考えられる。
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最後の差別化・コスト併用戦略の場合，運営
管理者と現場の中間管理者のいずれもが，目標
達成行動と集団維持行動の両方を重視している。
この結果は，コスト志向戦略の場合と同様に，
経費削減のためには，仕事の効率とともに人材
確保が重要となるからであろう。中野（2007）
によれば，介護の質を高める上で，高い目標達
成行動と同時に，高い集団維持行動が重要であ
る。質・独自性を向上させる上で，職員のモティ
ベーションを維持するためにこれら 2 つのリー
ダーシップ行動が重要なのだろう。

以上の結果より，【仮説 2-4】「競争戦略が異な
る場合，リーダーシップスタイルは異なる」は
支持された。

次に，コミュニケーションの 2 つのインディ
ケータについて検討する（図 9）。

｢コミュニケーション 1｣（垂直的情報の流れ）
に関しては，一元配置分散分析の結果，有意な
差が析出された。多重範囲検定の結果，戦略類

型間に 1 つの有意な差が析出された。受身型戦
略と差別化・コスト併用戦略の間に有意な差が
認められたのである。すなわち，差別化・コス
ト併用戦略の場合，その程度は有意に高い。有
意な差は認められなかったが，コスト志向戦略
の場合，その程度は相対的に高い。

｢コミュニケーション 2｣（水平的情報の流れ）
に関しては，一元配置分散分析の結果，有意な
差が析出された。多重範囲検定の結果，戦略類
型間に 2 つの有意な差が析出された。受身型戦
略と差別化志向戦略，および受身型戦略と差別
化・コスト併用戦略の間に有意な差が認められ
たのである。すなわち，差別化・コスト併用戦
略と差別化志向戦略の場合，その程度は有意に
高い。

以上の「コミュニケーション」の 2 つのイン
ディケータの分析結果は次のように解釈される。
以下，コスト志向戦略，差別化志向戦略，差別化・
コスト併用戦略の各場合について整理する。

図 9　競争戦略―コミュニケーションと同一化の一元配置分散分析
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まずコスト志向戦略の場合，他の戦略類型の
場合に比べて，相対的に水平的情報の流れより
も垂直的情報の流れを重視している。この結果
は，経費削減を図る際に，厳格なコスト統制が
必要であり，縦方向の階層による管理が適して
いるからであろう。

次の差別化志向戦略の場合，垂直的情報の流
れよりも水平的情報の流れを重視している。こ
の結果は，質を高め，各高齢者に合った介護を
提供するためには，現場の職員間で情報を共有
し，調整することが必要となるからであろう。

最後の差別化・コスト併用戦略の場合，垂直
的情報の流れも水平的情報の流れも重視してい
る。質と経費削減を同時に重視するには，上述
したコスト志向戦略と差別化志向戦略の場合の
それぞれのやり方を併用する必要があるためで
あろう。

以上の結果より，【仮説 2-5】「競争戦略が異な
る場合，コミュニケーションのあり方は異なる」
は支持された。

最後に，同一化の 2 つのインディケータにつ
いて検討する（図 9）。

｢同一化 1｣（組織同一化）に関しては，一元
配置分散分析の結果，有意な差が析出された。
多重範囲検定の結果，戦略類型間に 3 つの有意
な差が析出された。受身型戦略と差別化志向戦
略，受身型戦略と差別化・コスト併用戦略，お
よびコスト志向戦略と差別化・コスト併用戦略
の間に有意な差が認められたのである。すなわ
ち，差別化志向戦略と差別化・コスト併用戦略
の場合，その程度は有意に高い。

｢同一化 2｣（職務同一化）に関しては，一元
配置分散分析の結果，有意な差が析出された。
多重範囲検定の結果，戦略類型間に 2 つの有意
な差が析出された。受身型戦略と差別化・コス
ト併用戦略，およびコスト志向戦略と差別化・
コスト併用戦略の間に有意な差が認められたの

である。すなわち，差別化・コスト併用戦略の
場合，その程度は有意に高い。有意な差は認め
られなかったが，差別化志向戦略の場合，その
程度は相対的に高い。

以上の「同一化」の 2 つのインディケータの
分析結果は次のように解釈される。以下，差別
化志向戦略と差別化・コスト併用戦略の 2 つの
場合について整理する。

まず差別化志向戦略の場合，組織同一化の程
度が有意に高かった。その理由は次のように考
えられる。各高齢者に応じて効果的に介護を提
供するためには，水平的情報の流れに関して述
べたような職員間での情報の共有とともに，目
標を共有し，組織の方針を職員に支持してもら
う必要がある。種橋（2007）によれば，ケアの
目標や方向性を徹底する必要がある。利用者の
個別性を尊重したケアを実践する際に，職員の
ケアにばらつきが生じないようにすることが重
要である。このため，差別化志向戦略の場合，
組織に対する一体化の程度が高くなると考えら
れる。

差別化志向戦略の場合，職務同一化の程度も
相対的に高かった。その理由は次のように考え
られる。共有された目標のもとで，職員は職務
に関する書籍や新聞などを読むことを通じて，
職務についての知識を深める。その結果，より
効果的な方法を探し出し，質の向上につなげら
れる。

次に差別化・コスト併用戦略の場合，組織同
一化も職務同一化の程度も高い。この理由は次
のように考えられる。差別化志向戦略の場合と
同様に，目標や方針を職員が共有することが，
質を高める際に重要である。職員が職務につい
ての知識を深め，より効果的あるいは効率的な
方法を探し出し，質の向上や経費削減につなげ
ている。

以上の結果より，【仮説 2-6】「競争戦略が異な
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る場合，同一化の程度は異なる」は支持された。
4 節の競争戦略と組織特性（組織構造と組織

プロセス）の一元配置分散分析および多重範囲
検定の結果より，【仮説 2】「競争戦略が異なる
場合，採用される組織特性は異なる」は，概ね
支持された。
（3） 小括
ここで戦略類型ごとに採用されている組織特

性（組織構造と組織プロセス）の結果について
まとめることにする。

Porter（1980），Miles and Snow（1978），
Davis et al .（2001）らの先行研究によれば，差
別化志向戦略の場合，有機的マネジメント・シ
ステムが採用され，コスト志向戦略の場合，機
械的マネジメント・システムが採用される。本
研究における差別化志向戦略とコスト志向戦略
の組織特性は，必ずしも有意でない次元のイン
ディケータもあるものの，一部を除き概ね予想
された関係が析出された。

他方，組織特性が予想と異なる結果となった
次元のインディケータは，「公式化 1」（規則・
手続き・指示の明瞭性），｢専門化 2｣（新規採用
職員が一人前になるまでの期間の長さ），「分権
化」，｢リーダーシップ 2｣（運営管理者の集団維
持行動），｢同一化 1｣（組織同一化）である。こ
れらの次元のインディケータは，わが国の高齢
者介護事業を行う社会福祉法人の次のような状
況を反映しているのであろう。
「公式化 1」（規則・手続き・指示の明瞭性），

｢専門化 2｣（新規採用職員が一人前になるまで
の期間の長さ），｢リーダーシップ 2｣（運営管理
者の集団維持行動）の 3 つのインディケータの
結果は，高齢者介護サービスにおける人材確保
の難しさの状況を反映している。
「公式化 1」（規則・手続き・指示の明瞭性）

に関しては，以下のように考えられる。人材確
保が難しいことから，できるだけ早く一人前に

なることが新入職員には求められる。質・独自
性を重視する場合と経費削減を重視する場合の
いずれの場合も，新入職員が速やかに一人前の
仕事をできるよう支援するためのマニュアルが
整備される。したがって，差別化志向戦略とコ
スト志向戦略の間で公式化 1 の差が小さかった
と考えられる。

｢専門化 2｣（新規採用職員が一人前になるま
での期間の長さ）に関しては，以下のように考
えられる。差別化志向戦略を採用する場合にも，
規則・手続き・指示の明瞭化を通じて，一人前
になるまでの期間を短くすることができる。し
たがって，専門化 2 の差が小さかったと考えら
れる。

｢リーダーシップ 2｣（運営管理者の集団維持
行動）に関しては，以下のように考えられる。
コスト志向戦略の場合，離職につながらないよ
うに，運営管理者が現場の人間関係に配慮する。
人材確保が難しい状況下で，離職を抑え，新規
職員採用の経費を減らすことが経費削減に有効
であるからである。

以上のように，高齢者介護における人材確保
の問題が，競争戦略とこれらの組織特性（公式
化 1，専門化 2，運営管理者の集団維持行動）の
関係に影響を与えていると考えられる。

他方，｢同一化 1｣（組織同一化）に関しては，
以下のように考えられる。高齢者介護サービス
の提供の際，職員間での介護のばらつきは，ケ
アの質に影響を及ぼすため，予想と異なったと
考えられる。介護方針を徹底し，職員のばらつ
きを防ぐことによって，ケアの質を担保するこ
とは可能である。高齢者介護サービスの場合，
ケアの質を高めるには各利用者の状況に合わせ
ることが重要である。しかし，職員間でケアが
ばらつくことは，全体としてのケアの質を高め
ることを妨げる。このため，差別化志向戦略の
場合，質を高める際に職員のケアのばらつきを
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防ぐために，組織同一化が高くなったと考えら
れる。
「分権化」に関しては，上述のように，社会福

祉法人設立の歴史的経緯および調査回答者が運
営管理者であったことにより，戦略類型間であ
まり差が生じなかったと考えられる。

わが国の高齢者介護事業を行う社会福祉法人
の上記のような状況を反映した分析結果より，4
つの戦略類型の組織特性を整理すれば概ね次の
ようになる。

差別化志向戦略の場合，有機的マネジメント・
システムが採用される。

コスト志向戦略の場合，機械的マネジメント・
システムが採用される。

差別化・コスト併用戦略の場合，その組織特
性は，有機的マネジメント・システムと機械的
マネジメント・システムのどちらでもない。組
織構造は，差別化志向戦略の場合と同様に，有
機的マネジメント・システムの特徴を持ってい
た。組織プロセスは，「リーダーシップ」，「コミュ
ニケーション」，「同一化」のすべての次元で高く，
有機的マネジメント・システムと機械的マネジ
メント・システムの両方の特徴を持っていた。

沼上他（2007）は，営利組織を対象にした実
証研究において，有機的組織と機械的組織の両
方の特徴が観察される「軽い組織」の存在を指
摘している。「軽い組織」とは，「一方で自由度
の高い，ヨコのコミュニケーションを重視する
組織デザインに近い側面を持つとともに，他方
では，しっかりとした官僚制機構にイメージが
近い側面も持っている 46）」組織である。この「軽
い組織」は，次の3つの特徴を持っている。第1に，
フォーマルなヒエラルキーを上下に流れる情報
が豊富である。第 2 に，タスク志向のリーダー
シップと人間関係志向のリーダーシップの両方
をバランスよく組み合わせたリーダー行動が展

開される。第 3 に，職能計画をしっかり参照し
つつ，下位 2 階層がパワーを行使できる。

本研究の差別化・コスト併用戦略の場合に採
用される組織特性も同様の特徴を持っていると
考えられる。第 1 に，縦方向のコミュニケーショ
ンの程度が高い。第 2 に，運営管理者による目
標達成行動と集団維持行動の両方の程度が高い。
第 3 に，意思決定は高い階層で行われ，職員は
決められた組織の目標・方針を把握・支持（低
い分権化，高い組織同一化）しつつ，現場レベ
ルでの仕事の自由裁量が大きい（低い規則・手
続き・指示の遵守度）。したがって，この特徴は，
沼上他（2007）の「軽い組織」の特徴に一致し
ている。

最後の受身型戦略の場合，その組織特性は，
ほとんどの項目で低い。この結果は，介護が必
要な高齢者が増えていく中で，現場の職員は各
高齢者に介護サービスを提供することで手一杯
であることを示唆している。介護保険制度の導
入により，環境が不確実になり，社会福祉法人
に一層の効果的かつ効率的経営が求められてい
る。この受身型戦略の組織が，｢介護サービスを
提供することで手一杯である｣ 組織特性を展開
し続ける場合，事故や虐待などが生じる可能性
や，万が一生じた場合に十分な対応できない可
能性が存在する。

5.　成果の規定因

【仮説 3】「競争戦略が異なる場合，有効な組
織特性の組み合わせは異なる」の検証を行う。

まず，分析対象組織である 296 法人の総合的
成果指標の平均値を求めた。次に，総合的成果
指標がこの平均値より高い法人を高業績グルー
プ，総合的成果指標がこの平均値より低い法人
を低業績グループに分類した。表 5 は，各戦略
類型における高業績グループと低業績グループ
の法人数を示している。これによれば，受身型46）沼上他（2007），p. 68。
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表 5　競争戦略―組織成果のクロス集計

戦略の場合，89 法人のうち，2/3 以上の 62 法人
が低成果である。本項では，高成果がどのよう
にしてもたらされるかを明らかにする．高成果
の規定因を分析する上で，受身型戦略の法人の
大半は低成果であることから不適当である．そ
のため，この受身型戦略の法人を除く，3 つの
戦略類型の 207 法人を分析対象組織とした。

組織成果の規定因を析出するために，戦略類
型ごとに環境と組織特性を説明変数とし総合的
成果指標を被説明変数とする重回帰分析を試み
た。重回帰分析の説明変数に関しては，環境が
1 変数であり，組織特性変数が 13 変数であり，

変数一括投入法が採用された。以下，戦略類型
ごとに分析結果を検討する。

表 6 に示される 3 つの回帰方程式は，いずれ
も有意であり（F 値はそれぞれ 3.525，2.694，
2.614），モデルの自由度調整済 R2 は 0.387，0.335，
0.218 である。したがって，質問票を用いて個別
の社会福祉法人から収集されたデータをもとに
構築されたこれら 3 つの回帰方程式は，いずれ
も一定の説明力を持つと考えられる。

コスト志向戦略を採用している法人の場合，
成果に有意な影響を及ぼしている変数は，運
営管理者の集団維持行動（標準偏回帰係数βが

表 6　組織成果の規定因（重回帰分析）
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0.381，以下同様に表記）である。すなわち，コ
スト志向戦略を採用している法人の場合，運営
管理者による集団維持行動の程度がより高いほ
ど，組織成果はより高い。

高齢者介護事業を行う法人の場合，いずれも
人件費が，経費の中で最も大きい割合を占めて
いる。したがって，コスト志向戦略の場合，人
件費の削減がとりわけ重要になる。この人件費
の削減を徹底するためには，職員の離職を抑え
ることによって，職員確保のための費用を抑え
ることが必要である。そのために，職場の人間
関係を運営管理者が配慮することにより，離職
につながらないようにすることが重要である。
すなわち，運営管理者による集団維持行動を高
めることが必要かつ有効である。

差別化志向戦略を採用している法人の場合，
成果に有意な影響を及ぼしている変数は，環境
不確実性（βが 0.431）および垂直的な情報の流
れ（βが 0.357）である。すなわち，差別化志向
戦略を採用している法人の場合，環境不確実性
の程度がより高く，垂直的な情報の流れの程度
がより高いほど，組織成果はより高い。

差別化志向戦略を採用している法人は，競争
がより激しく不確実性がより高い環境に直面し
ていることが必要である。同時に，差別化志向
戦略を有効に実行するためには，個別ケアの提
供による介護の質の向上だけでなく，トップダ
ウンによるさまざまな改善（ユニットケア等の
新たな方法の導入，虐待の防止の徹底等）も必
要である。このような法人の場合，トップダウ
ンの改善を行う際に垂直的な情報の流れを利用
することが重要なのであろう。

差別化・コスト併用戦略を採用している法人
の場合，成果に有意な影響を及ぼしている変数
は，環境不確実性（βが -0.265）および組織同
一化（βが 0.361）である。すなわち，差別化・
コスト併用戦略を採用している法人の場合，環

境不確実性の程度がより低く，組織同一化の程
度がより高いほど，組織成果はより高い。

差別化・コスト併用戦略を採用している法人
は，競争が比較的緩やかで不確実性がより低い
環境に直面していることが必要である。同時に，
差別化・コスト併用戦略を採用している法人の
場合，質の向上と経費削減を同時に達成しよう
いう目標を職員が共有し，組織目標に向けて一
体となって行動することが必要であろう。した
がって，職員の組織同一化の程度はより高くな
る。

差別化・コスト併用戦略を採用している法人
の場合，成果に影響を及ぼす組織特性は，「軽い
組織」の特徴と一致している。「軽い組織」の場
合，有機的組織と機械的組織の両方の特徴が共
存している。その際，職員の計画参照度を高め
ることが，軽い組織となる重要な要因の一つと
してとらえられている 47）。差別化・コスト併用
戦略を採用している法人の場合，職員が組織の
目的を理解し共有することが「軽い組織」の構
築につながる。そのため，組織同一化が有効で
あると考えられる。

以上の結果より，【仮説 3】「競争戦略が異な
る場合，有効な組織特性の組み合わせは異なる」
は支持された。

表 7 は，本研究の主要な分析結果を要約した
ものである。

VI　本研究の意義と今後の課題

本研究の第 1 の意義は，従来，経営学ではほ
とんど注目されてこなかった社会福祉法人を分
析対象として取りあげたことである。高齢者介
護の必要性が増大する中で，社会福祉法人の重
要性は一層大きくなっている。また，介護保険

47）沼上他（2007），pp. 178-179。
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制度の導入により，高齢者介護事業を行う社会
福祉法人等の効果的かつ効率的経営は以前にも
増して求められている。したがって，社会福祉
法人の経営の実態の解明は，極めて重要な課題
である。

第 2 の意義は，第 1 の意義とも関連するが，
高齢者介護事業を行う社会福祉法人の経営全体
の包括的な分析を試みたことである。数少ない
先行研究は，社会福祉法人の経営全体を分析す
るものではなく，もっぱら介護老人福祉施設の
運営を分析するものがほとんどである。その分
析もリーダーシップなどに限定されていた（中
野，2007；鈴木，2007；等）。

第 3 の意義は，この社会福祉法人の経営全体
の包括的な実証分析の結果，環境―競争戦略―
組織特性―組織成果間の相互関係を明らかにし
たことである。具体的には，次の 4 点を明らか
にした。（1）社会福祉法人において，有効な 3
つの競争戦略（コスト志向戦略，差別化志向戦

略，差別化・コスト併用戦略）が存在する。（2）
環境不確実性の認知が異なる場合，採用される
競争戦略が異なる。（3）競争戦略が異なる場合，
採用される組織特性は異なる。（4）競争戦略が
異なる場合，有効な組織特性の組み合わせは異
なる。

環境―競争戦略―組織特性―組織成果間の相
互関係に関わる上記 4 点の解明は，社会福祉法
人の経営に対して次の 3 つの有益な示唆を与え
る。

第 1 に，効果的かつ効率的な経営を行うため
には，3 つの戦略類型（コスト志向戦略，差別
化志向戦略，差別化・コスト併用戦略）のいず
れか 1 つを採用する必要がある。

第 2 に，市場環境の不確実性の認知によって，
採用される戦略類型を変える必要がある。すな
わち，（1）不確実性が低いと認知される場合に
は，コスト志向戦略を，（2）不確実性が高いと
認知される場合には，差別化志向用戦略を，（3）

表 7　分析結果の要約
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不確実性が中位と認知される場合には，差別化・
コスト併用戦略をそれぞれ採用する必要がある。

第 3 に，3 つの戦略類型それぞれに適合した
組織特性を展開する必要がある。

しかし，本研究では，これら環境―競争戦略
―組織特性―組織成果間の相互関係が，「なぜ」
そして「どのよう」にして形成されたのか，す
なわち戦略類型と組織特性の形成プロセスにつ
いては必ずしも解明されていない。今後は，3
つの戦略類型を採用しているそれぞれの社会福
祉法人を取り上げ，各法人の戦略類型と組織特
性は「なぜ」そして「どのよう」に形成された
のかを経時的に詳細に解明する必要がある。

【謝辞】本研究に際しては，北海道社会福祉協議会および道
内の多数の社会福祉法人の協力を頂いた。ここに記して関
係者の皆様に謝意を表したい。
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